
2 総務費

1 総務管理費 1 一般管理費

［担当：人事課］ P.55

2201 職員研修に要する経費 3,263,000 円（3,491,000 円）

［その他 23,000 円 一財 3,240,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：研修受講経費助成金 20,000 円］

［諸収入：防火管理講習受講補助金 3,000 円］

○ 目的

行政を取り巻く環境、住民意識が刻々と変化する中で、幅広い研修機会を提供すること

により、高い実務能力と公務員倫理を備えた人材の育成を図る。

○ 内容

主な研修内容 （単位：人）

庁内研修と派遣研修を効果的かつ効率的に実施していくことにより、各職員が職務を遂

行する上で必要となる政策形成能力や創造的思考力等を養成し、より一層の職員の資質の

向上を図る。また、オンライン研修等を活用することで、より多くの職員が研修を受講で

きるよう、研修機会の拡充を図っていく。

・庁内研修

能力主義・成果主義を基本とする人事評価のさらなる精度の向上と職場における人材

育成を図るために、人事評価研修を実施する。研修を実施するに当たっては、公正で納得

性のある制度運用が図られるよう、評価者研修・被評価者研修の双方を研修内容に盛り込

むこととする。

また、ハラスメント研修やメンタルヘルス研修のほか、ワークライフバランスの意識向

上を目的としたライフプランセミナーやイクボスセミナーを実施することで、職場環境の

充実を図る。

・派遣研修

相互啓発の機会を確保することを目的とした広域行政圏内の研修のほか、各種研修機

関等が実施する研修に職員を派遣する。また、これらの研修の中に階層別研修を取り入

区分 研修名 対象
受講人員

（延べ）

庁内研修

人事評価制度研修 評価者・被評価者 322

ハラスメント研修 一般職員 20

メンタルヘルス研修 一般職員 30

ライフプランセミナー 希望職員・指定職員 30

イクボスセミナー 希望職員・指定職員 20

派遣研修

茨城県市町村職員研修 23 研修：指定職員 41

常総広域職員共同研修 13 研修：指定職員 241

市町村アカデミー 5研修：指定職員 5

各種専門研修・実務研修派遣 希望職員・指定職員 100
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れることで、職種、階層に応じた実務遂行能力や多様で高度な専門能力の向上を図る。

［担当：安全安心対策課］ P.56

3001 防犯に要する経費 19,434,000 円（17,746,000 円）

［その他 2,230,000 円 一財 17,204,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 2,230,000 円］

○ 目的

犯罪を未然に防止し、犯罪のない明るい社会を実現するため、防犯・暴力追放思想の普

及と高揚、善良な風俗の保護並びに少年の健全育成の推進を図る。

○ 内容

市内への防犯カメラの設置、取手市防犯連絡員協議会や警察と協働した防犯パトロール

及び防犯キャンペーンの実施、自主防犯組織結成事業の補助及び結成促進などを行う。

また、防犯活動の拠点となる防犯ステーションを土日、祝日等を除く月～金の 14 時から

19 時にかけて、取手地区・藤代地区それぞれ警察官経験者による 3名体制で運営し、児童

の見守り、徒歩や青色防犯パトロール車によるパトロールを実施する。

・修繕料（防犯カメラ） 1,800,000 円

・防犯カメラ設置工事 1,394,000 円

・市自主防犯組織結成事業補助金 50,000 円

［担当：安全安心対策課］ P.57

3301 空家等の適正管理事業に要する経費 3,613,000 円（1,923,000 円）

［国・県 930,000 円 一財 2,683,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会資本整備総合交付金（空き家再生等推進事業分） 930,000 円］

○ 目的

環境悪化や防犯上の危険となる空家等の対策を行うため、取手市空家等対策計画に基づ

き空家等が管理不全な状態になることを防止し、生活環境の保全及び安全で安心な地域社

会を実現する。

○ 内容

適切に管理されていない空家等の所有者等に対して必要な情報提供、助言等を行い適正

管理を促すとともに、著しく管理不全であり、周囲に甚大な悪影響を及ぼすと判定された

空家等については、特定空家等に認定するなどして行政指導を行う。

また、台帳管理してきた空家等について、実態調査により現状把握を行い、所有者等に

対し空家等の管理状況に応じた情報提供や助言等をすることで空家等の適正管理や除却促

進につなげていく。

・空家等実態調査委託料 1,861,000 円

・空家等台帳管理システム使用料 568,000 円
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1 総務管理費 2 文書広報費

［担当：魅力とりで発信課］ P.59

2801 広報発行に要する経費 22,637,000 円（20,775,000 円）

［国・県 64,000 円 その他 7,640,000 円 一財 14,933,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国委：自衛官募集事務委託金 64,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 7,640,000 円］

○ 目的

・「広報とりで」…市の施策やお知らせ、イベント、市内の出来事などの市民に身近な情

報を簡潔に分かりやすく掲載するとともに、特にお知らせしたい内容は大きく紙面を

割いて掲載することで、市政に対する市民の理解を深める。

・「政策情報紙」…市が進めている重要施策やプロジェクト事業などを途中経過も含めて

分かりやすくお知らせし、市政への関心を高めるとともに、市政への市民参加の意識

高揚を図る。

・「こども版広報とりで」…こども（主に小・中・高校生）をメインターゲットに市の取

組やまちの魅力を直接届けることにより、「広報とりで」を通じた情報収集の重要性を

認識させるとともに、地元への興味関心を高め、郷土愛の醸成を図る。

・「市勢要覧」…取手市の歴史、文化、自然などの情報や、市の情勢・現況などを分かり

やすく紹介することで、市の魅力を市内外に発信する。

○ 内容

＜広報紙・政策情報紙・こども版広報とりでの発行＞

1 広報発行に要する主な経費

・広報郵送料 603,000 円

・「広報とりで」新聞折り込み料 5,262,000 円

・広報等封入業務手数料 81,000 円

・「広報とりで」二つ折り業務手数料 518,000 円

・「広報とりで」印刷業務委託料 8,065,000 円

・「政策情報紙」印刷業務委託料 497,000 円

・広報配送・配置業務委託料 1,117,000 円

・広報編集用ソフト使用料 880,000 円

・広報編集用備品購入費（カメラ等） 533,000 円

・こども版広報とりで制作・発行業務委託料 468,000 円

・市勢要覧改訂・発行業務委託料 1,835,000 円

2 発行概要

（1）広報とりで

・規格：タブロイド判 年 24 回（計 196 ページ）

12 ページ 年 1回、8ページ 年 23回

・印刷部数：34,500 部
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（2）政策情報紙

・規格：A4 判 8 ページ 年 1回

・印刷部数：43,000 部

（3）こども版広報とりで

・規格：A4 判 8 ページ 年 1回

・印刷部数：10,000 部

（4）市勢要覧

・規格：市勢要覧…A4判両面 44 ページ、要約版チラシ…A4 判 1 枚（両面 2ページ）

・印刷部数：市勢要覧…2,000 部、チラシ…10,000 部

3 配布方法

（1）広報とりで

・新聞折り込みによる配布（折り込み部数 24,405 部）

・郵送による配布（郵送件数 200 通）※配置場所へ行くことが困難な方等への郵送

・市民課・藤代総合窓口課・取手支所・取手駅前窓口・公民館などの公共施設のほ

か、より多くの方が手に取りやすいよう、郵便局・駅（JR・関東鉄道）・スーパー

マーケット・コンビニエンスストア・病院等に配置。

・広報発行日に、ホームページやメールマガジン、LINE 等を活用し、プッシュ型の

情報発信により発行をお知らせする。

また、電子書籍ポータルサイト「イバラキイーブックス」、行政情報アプリ「マチ

イロ」などの登録を促進するため、二次元コードを広報とりでに掲載する。

（2）政策情報紙

・各地区市政協力員から各世帯へ配布のほか、公共施設・駅・スーパーマーケット・

コンビニエンスストア・病院等に配置。

（3）こども版広報とりで

・市内小・中学生には、一人一人にタブレットが配布されている利点を生かしたデ

ジタル配信とし、高校生や市民には、主に市 HPや SNS 等を通じて配信。

・紙媒体として、広報とりでを配置している施設にも配置。

（4）市勢要覧

・市内転入者等のほか、市外からの視察者などへ配布。

［担当：市民協働課］ P.60

2901 市民相談に要する経費 1,933,000 円（1,955,000 円）

［一財 1,933,000 円］

○ 目的

市民の日常生活上の悩みに応じた、弁護士や専門家による定期的な各種相談会を無料で

実施するほか、相談者からの心配事等を電話や窓口で傾聴し、助言や関係機関への案内を

行い、不安解消や問題解決へ的確な対応をすることで、安心して生活できる環境を整える。

また、人権擁護委員と連携し、人権啓発活動を実施することにより、市民の人権意識の

高揚を図る。
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○ 内容

・市民相談一覧

※休日に年 2回の合同相談会の開催。

［担当：魅力とりで発信課］ P.60

3101 ホームページ管理に要する経費 5,495,000 円（5,181,000 円）

［その他 750,000 円 一財 4,745,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：広告掲載料 750,000 円］

○ 目的

ホームページを有効に活用して市を広く PR し、市民生活に必要な情報を迅速に入手しや

すいよう提供していく。また、障害の有無、年齢等にかかわらず、誰もがホームページで

提供される情報や機能を支障なく利用できるよう、情報を探しやすいホームページの実現

を目指し、アクセシビリティ・ユーザビリティに関する全ページの解析を行い、それに基

づく職員研修を行う。併せて、メールマガジンシステムを活用して市民が求める生活情報

などを配信していく。

○ 内容

・ウェブアクセシビリティ検証業務委託料 484,000 円

・メール配信システム管理委託料 1,782,000 円

・アクセシビリティ・サポーター使用料 555,000 円

・多言語自動翻訳サービス使用料 264,000 円

・ホームページ CMS サーバ使用料 2,349,000 円

1 総務管理費 3 友好交流費

［担当：秘書課］ P.61

2001 都市間交流に要する経費 783,000 円（783,000 円）

［その他 500,000 円 一財 283,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：地域振興基金繰入金 500,000 円］

相談種別 内容

法律相談（月 4回） 相続・離婚・多重債務等民事事案に関すること

司法書士相談（月 1回） 不動産登記・金銭貸借・相続等に関すること

人権相談（月 2回） 人権・近隣関係・家庭内・親族間に関すること

行政相談（偶数月 1回） 行政（国や県）に関すること

社会保険労務士相談（月 1回） 年金・労働問題全般に関すること

行政書士相談（月 1回） 相続・遺言・農地転用等に関すること

市民相談（常時） 市民の多種多様な相談に関すること
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○ 目的

外国にルーツを持つ又は関わりが深い方々との交流を通じて、市民の異文化体験機会の

創出及び国際理解の促進を図る。

取手市国際交流協会は、外国出身者等が地域社会に溶け込みやすくするための日本語教

室や無料相談会の開催による支援、イベントを通じた外国出身者等との交流の場の提供、

外国出身者等が講師として活躍する異文化理解講座の実施など幅広い事業を展開している。

多文化共生社会の構築に資する活動を行っていることから、市としてその支援を行う。

○ 内容

・国際交流協会補助金 720,000円

〔取手市国際交流協会による主な事業〕

外国出身者等のための日本語教室・無料相談会、会報の発行、世界の料理を楽しむ集

い、異文化理解を促進するための講演会・講座、英語でおしゃべりを楽しむ集い、外

国出身者等とのバスツアー・ウオーキング

1 総務管理費 4 財政管理費

［担当：財政課］ P.62

2101 ふるさと取手応援寄附金推進事業に要する経費

4,485,764,000円（2,998,821,000円）

［その他 4,485,764,000円］

＊ 特財積算根拠

［財産収入：ふるさと取手応援基金利子 1,856,000円］

［寄附金：ふるさと取手応援寄附金 3,000,000,000円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 1,483,908,000円］

○ 目的

ふるさと取手応援寄附条例に基づき、市のまちづくりを応援する人々からの寄附を広く

募り、多様な事業に活用するための原資として確保・活用することを目的とする。また、

寄附者に市の特産品等を返礼品として送ることで、市内産業を活性化させ、市の魅力発信

と取手市の知名度アップを図る。

○ 内容

民間ポータルサイトを活用したふるさと取手応援寄附金の受付と、寄附者への返礼品送

付業務を行う。ポータルサイトを活用して、取手市の魅力を全国に発信し、市内の特産品

や農産品を通じて取手市のイメージアップを図りながら、「ふるさと取手応援寄附金」を周

知し、寄附額の増加につなげる。

印刷製本費

・ふるさと納税案内チラシ印刷 62,000円

広告料

・新聞等掲載広告料 30,000,000円
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委託料

・インターネット上での寄附金受付及び返礼品発送等業務委託 1,409,049,000 円

うち 受付業務等の委託料分 449,279,000 円

返礼品代金・送料分 927,100,000 円

受領書発行業務の委託料分 32,670,000 円

積立金

・ふるさと取手応援寄附金及び基金利子 3,001,856,000 円

1 総務管理費 6 財産管理費

［担当：管財課］ P.65

2001 庁舎の管理に要する経費 120,992,000 円（124,499,000 円）

［その他 5,000 円 一財 120,987,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：電話通話料 5,000 円］

○ 目的

市役所本庁舎全体の適正な維持管理を図る。

○ 内容

庁舎管理業務委託内訳

委託料 予算額（円） 内容

庁舎管理業務委託料 29,546,000 庁舎の清掃、設備運転及び衛生管理業務

夜間警備委託料 8,686,000
夜間時における庁舎内外の巡察、各種届出

の受領・保管、外線受信

市役所電話交換及び総合案内

業務委託料
19,965,000

市役所代表の電話交換、庁舎内放送、総合

案内業務

消防設備保守点検委託料 1,038,000

消防設備の点検（年 2回）

自家発電設備定期点検業務託料（負荷試験

含む）を含む

電気設備検査委託料 1,532,000
電気設備の保安及び点検（年次点検 年 1

回・月次点検 月 1回）

エレベーター保守点検委託料 1,142,000 エレベーター2台の保守点検業務

自動ドア保守点検委託料 357,000 自動ドア 9台の保守点検業務

植栽剪定業務委託料 1,145,000 植栽剪定（年 2回）、庭園除草（年 3回）

空調機保守点検委託料 1,026,000 議会棟ガスヒートポンプの保守点検 9台

電話交換機保守点検委託料 2,106,000
本庁舎・藤代庁舎設置の電話交換機保守

点検業務
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［担当：管財課］ P.67

2101 自動車の維持管理に要する経費 31,139,000 円（28,448,000 円）

［その他 388,000 円 一財 30,751,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：雇用保険料本人負担分 16,000 円］

［諸収入：広告掲載料 372,000 円］

○ 目的

公用車の効率的維持管理を図る。

○ 内容

自動車維持管理内訳

1 総務管理費 7 企画費

［担当：魅力とりで発信課］ P.70

0701 シティプロモーションに要する経費 6,488,000 円（9,585,000 円）

［その他 3,930,000 円 一財 2,558,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 3,930,000 円］

○ 目的

・市内外に対する PR 活動を通じて取手市の知名度・魅力度の向上を図る。交流人口や移

住・定住人口の増加に資するよう、シティプロモーションサイトに昨年度新設した移

住・定住関連のページについて市内外に向け PR し、取手での暮らしをより身近に感じ

ていただけるよう取り組む。また、サイトの投稿機能であるインスタグラムとの連携

により、若年層への訴求力向上を図る。

・前年度に引き続き、動画による魅力発信に注力し、取手市 PR 大使の協力を得ながら市

の魅力を発信する。

・広告掲載やプレスリリース等も活用し、様々なツールを用いてパブリシティを獲得し

て、幅広い層に対し取手市を PR できるよう働きかける。

・令和 6 年度に創設した「ほどよく絶妙とりでファンクラブ」会員拡大とシティプロモ

ーションサイトへの投稿件数を増やすため、ファンクラブイベントや SNS 発信スキル

アップ総合講座を開催し、市民の郷土愛の醸成と魅力発信の強化を図る。

・動画・写真撮影用のスマートフォンを活用し、各種 SNS での魅力発信を強化する。

・長寿テレビ番組の人気コーナーである「出張！なんでも鑑定団」の鑑定品募集及び公

開収録を市内で実施する。老若男女問わず参加してもらい、市にゆかりのあるお宝や

それにまつわるエピソード等の発表により市の魅力を広く発信する。番組放映により

取手市を全国に向け PR する機会とする。

項目 予算額（円） 内容

市バス等運転業務委託料 5,487,000 54,861［円／日］×100 日

公用車リース料 13,891,000

リース車両 40台 （うち電気自動車 2台）

リースアップによる入替え車両 6 台及び新

規 2台含む
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○ 内容

・PR大使謝礼 300,000 円

・SNS 発信スキルアップ総合講座講師謝礼 198,000 円

・サイト投稿促進記念品 40,000 円

・消耗品費（PR 促進物品等） 1,379,000 円

・印刷製本費 518,000 円

・通信運搬費 84,000 円

・シティプロモーションサイト保守業務委託料 1,390,000 円

・プロモーション動画制作業務委託料 990,000 円

・プレスリリース配信委託料 658,000 円

・SNS 情報配信委託料 550,000 円

・動画撮影用機材購入費 156,000 円

1 総務管理費 8 電算組織管理費

［担当：情報管理課］ P.72

2001 電算・OA化等に要する経費 532,454,000 円（422,921,000 円）

［国・県 8,187,000 円 その他 79,732,000 円 一財 444,535,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会保障・税番号制度システム整備費補助金 5,242,000 円］

［国補：新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費補助金 302,000 円］

［国委：国民年金事務委託金 2,274,000 円］

［国委：特別児童扶養手当事務委託金 296,000 円］

［県委：常住人口調査交付金 73,000 円］

［財産収入：株式会社茨城計算センター配当金 64,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 2,580,000 円］

［諸収入：デジタル基盤改革支援補助金 77,088,000 円］

○ 目的

住民記録、税金、福祉など、市民が行う様々な手続について、市が迅速な窓口対応を提

供するとともに、その後の内部処理業務、財務管理業務、文書管理業務等について、コン

ピュータシステムを活用し、正確で高速な事務処理を実現するものである。

また、庁内ネットワークの活用により藤代庁舎、取手支所、取手駅前窓口、戸頭窓口で

も本庁舎と同様の証明書発行業務や手続の受付を行うほか、県域 WAN（いばらきブロードバ

ンドネットワーク）を活用して、市民がインターネットから利用できる電子申請・届出サ

ービス、公共施設予約サービス、地図情報閲覧サービス（いばらきデジタルまっぷ）、ウェ

ルネスプラザにおける公衆無線 Wi－Fi の提供等、市民の利便性向上を図るものである。

庁内の情報システムの運用に当たっては、セキュリティを徹底するため、国が示す「自

治体情報システム強靭性向上モデル」により、マイナンバー関連システムをインターネッ

トリスクから分離し、端末からのデータ持ち出し不可設定、生体認証システムによるアク

セス制御、インターネット接続口を県が集約して集中監視するシステム（いばらき情報セ

キュリティクラウド）への接続など、高度な監視を行い、情報システムを取り巻く環境変
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化に対して適切に対応することにより一層のセキュリティ向上を図るものである。

○ 内容

（1）各種ネットワーク及びシステム維持費

庁内システムの運用及びインターネットサービス提供のためのネットワーク回線の確保

や情報システムの維持管理、並びに当該ネットワークに接続するパソコン端末の整備、維

持管理を行う。また、県や県内市町村と共同で整備しているいばらき電子申請・届出シス

テム、いばらき公共施設予約システム、茨城県域統合型 GIS、いばらき情報セキュリティク

ラウド及び県域 WAN と相互接続している LGWAN（総合行政ネットワーク）の運用管理、番号

制度に係る中間サーバシステムの保守管理を行う。

この他に、事務文書及び財務会計に係る事務のデジタル化について、システム及び機器

の整備、維持管理や AI－OCR（手書き帳票読み取りシステム）、RPA（定型業務プロセスの自

動化技術）、AI 音声認識、生成 AI などの先端技術を活用したシステム及び機器の整備、維

持管理を行い、全庁的な業務効率化を推進する。

・光専用回線、LGWAN 冗長化回線通信運搬費 17,304,000 円

・情報系ネットワーク運用管理業務委託料 20,183,000 円

・業務効率化支援委託料 5,162,000 円

・事務用パソコン使用料 48,025,000 円

・情報系サーバ機器等使用料 56,206,000 円

・オンライン会議ソフトライセンス使用料 275,000 円

・電子決裁及び RPA／AI－OCR 用機器使用料 2,489,000 円

・財務会計電子決裁環境構築費 2,026,000 円

・AI技術活用業務支援システム使用料 2,112,000 円

・非常時連絡用タブレット使用料 1,642,000 円

・いばらきブロードバンド負担金 6,164,000 円

・中間サーバ保守運用負担金 9,179,000 円

・いばらき情報セキュリティクラウド負担金 2,854,000 円

（2）電算機処理委託・電子計算機器リース

住民基本台帳・各種税台帳等大量のデータ処理及び管理、財務会計・予算編成、電子決

裁等の事務処理システムの安定的かつ継続的な運用、各種帳票類作成等の定型業務の効率

的かつ正確な遂行をするため情報処理業務を委託する。

併せて、これらシステムの安全で確実な稼動のため、サーバ、バックアップ装置、ネッ

トワーク機器及び窓口端末等、住民サービスの提供及び内部事務処理上重要な機器類を整

備し、保守管理を図る。

さらに、福祉や税等の基幹業務システムについて、国が示す全国共通の標準仕様に基づ

いたネットワーク基盤（ガバメントクラウド）への令和 7 年度中の円滑な移行、運用に向

けて、必要な整備を行う。

・電算機情報処理業務委託料

（財務会計システム電子決裁機能追加経費除く） 194,673,000 円

・自治体情報システム標準化・共通化業務委託料 77,088,000 円

・ガバメントクラウド運用管理補助委託料 12,451,000 円
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・ガバメントクラウド利用料 29,041,000 円

・業務系サーバ機器等使用料 16,332,000 円

［担当：情報管理課］ P.74

2201 自治体情報システム強靭性向上事業に要する経費 5,041,000 円（5,041,000 円）

［一財 5,041,000 円］

○ 目的

国が定めた「自治体情報システム強靭性向上モデル」に基づき、基幹系、情報系、イン

ターネット系の 3 つのネットワークに分離することによって、インターネットリスクを回

避し、かつ生体認証装置等によるアクセス制御を施すことにより、情報セキュリティを抜

本的に強化することを目的とする。あわせて、情報系とインターネット系のネットワーク

間における電子ファイル等のファイル交換について、安全に通信するための無害化転送シ

ステムにより業務の継続性を確保するものである。

○ 内容

基幹系、情報系、インターネット系の各ネットワークを分離するため、必要となる機器

等の維持を行う。

・ファイル無害化転送システム使用料 1,660,000 円

・インターネット仮想化ソフトライセンス使用料 3,381,000 円

1 総務管理費 9 交通安全対策費

［担当：安全安心対策課］ P.75

2001 交通安全の施設整備に要する経費 7,955,000 円（7,960,000 円）

［その他 4,160,000 円 一財 3,795,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 4,160,000 円］

○ 目的

道路反射鏡や道路区画線等の交通安全施設を整備することにより、交通環境を改善し、

交通事故の未然防止と交通の円滑化を図る。

○ 内容

・消耗品費（交通安全立て看板） 550,000 円

・道路反射鏡設置工事 4,217,000 円

・道路区画線設置工事 2,954,000 円

［担当：安全安心対策課］ P.76

2101 自転車駐車場の維持管理に要する経費 62,764,000 円（61,715,000 円）

［その他 38,401,000 円 一財 24,363,000 円］

＊ 特財積算根拠

［使用料：自転車駐車場使用料 12,250,000 円］

［使用料：バイク駐車場使用料 2,000,000 円］

［繰入金：地域振興基金繰入金 24,110,000 円］
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［諸収入：雇用保険料本人負担分 41,000 円］

○ 目的

自転車等の利用が多い駅周辺に自転車等駐車場を確保・維持管理することにより、自転

車等利用者の利便性の向上を図るとともに路上放置自転車をなくし、交通の円滑化を図る。

○ 内容

・自転車駐車場管理委託料 48,694,000 円

サイクルステーションとりで 44,388,000 円

無料自転車駐車場 7箇所 4,306,000 円

［担当：安全安心対策課］ P.77

2201 放置自転車対策に要する経費 2,337,000 円（2,235,000 円）

［その他 25,000 円 一財 2,312,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：放置自転車移動保管手数料 25,000 円］

○ 目的

自転車放置整理区域に指定している取手駅・新取手駅周辺の路上放置自転車をなくし、

良好な駅周辺環境の確保と交通の円滑化を図る。

○ 内容

・放置自転車移動作業委託料 660,000 円

・取手駅自転車放置整理区域管理業務委託料 1,257,000 円

・放置自転車保管場所管理業務委託料 370,000 円

1 総務管理費 10 地方振興費

［担当：市民協働課］ P.78

2001 地区振興に要する経費 25,389,000 円（40,160,000 円）

［その他 18,493,000 円 一財 6,896,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：認可地縁団体登録証明書交付手数料 3,000 円］

［繰入金：地域振興基金繰入金 16,090,000 円］

［諸収入：コミュニティ助成事業補助金 2,400,000 円］

○ 目的

各地区の自主的なコミュニティ活動を積極的に支援し、地域の連帯感を深め、自治組織

の強化と円滑な運営を図る。

○ 内容

・地区補助金の交付（74 地区）

・コミュニティ助成事業補助金（宝くじ一般コミュニティ助成事業・ときわ台自治会

2,400,000 円）
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［担当：市民協働課］ P.79

2301 地区集会所整備に要する経費 2,581,000 円（3,764,000 円）

［一財 2,581,000 円］

○ 目的

自治会・町内会が自主的に行う地域集会所の新築・修繕等に要する経費の一部を補助し、

地域コミュニティ活動を側面から支援する。

○ 内容

・集会所整備事業補助金（3か所）

・集会所維持事業補助金（5か所）

1 総務管理費 11 災害対策費

［担当：安全安心対策課］ P.80

2101 防災訓練に要する経費 455,000 円（709,000 円）

［一財 455,000 円］

○ 目的

浸水想定地区からの住民避難訓練・避難所設営訓練を実施し、水害時の適切な避難タイ

ミングの確認や避難所運営について職員や地域住民の知識向上を図る。

また、訓練に当たり災害協定を締結している事業者の参加協力を得ることにより、より

実践的な訓練を実施する。

事業名 集会所名 事業概要 補助金交付額

1 整備事業 桜が丘第 1集会所 屋根・外壁塗装等工事 1,000,000 円

2 整備事業
取手中央タウン連合自治会

集会所
屋根防水・外壁塗装等工事 1,000,000 円

3 整備事業 谷中集会所 フローリング・LED 化等工事 396,000 円

4 維持事業 酒詰生活改善集会所
私有地に建設されている集会

所の土地賃借料に要する経費
25,000 円

5 維持事業 永山会館
私有地に建設されている集会

所の土地賃借料に要する経費
60,000 円

6 維持事業 戸頭団地賃貸住宅集会所 集会所の家賃に要する経費 60,000 円

7 維持事業 大日堂集会所（山王）
私有地に建設されている集会

所の土地賃借料に要する経費
15,000 円

8 維持事業
台宿地区コミュニティ

センター

私有地に建設されている集会

所の土地賃借料に要する経費
25,000 円

計 2,581,000 円
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○ 内容

・時間外勤務手当（防災・避難所設営訓練） 300,000 円

・手数料（防災訓練参加協力費） 55,000 円

［担当：安全安心対策課・環境対策課・排水対策課・消防本部］ P.80

2201 災害対策に要する経費 30,059,000 円（25,434,000 円）

［国・県 1,567,000 円 その他 6,320,000 円 一財 22,172,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：防災・安全交付金（事前防災・減災対策分）1,567,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 6,320,000 円］

○ 目的

災害時に備え、食糧品等の備蓄品を購入する。また、指定避難所開設用キーボックスの

設置工事を行うことにより、大規模災害時において、自主防災組織による避難所の開設を

可能にする。

さらに、転入者等に対して取手市における災害の危険性や日頃の備えなどを周知するた

め、『取手市総合防災マップ』の増刷を行う。

そのほか、災害発生時の応急対応処理に要する経費や、茨城県消防相互応援並びに緊急

消防援助隊として、大規模災害発生時に全国各地の被災地へ迅速に出動するための経費を

確保する。

○ 内容

・消耗品費（備蓄用食糧品等、避難所開設時消耗品、災害応援出動時消耗品等）

7,081,000 円

・燃料費（災害時協力井戸、災害応援出動時燃料費等） 188,000 円

・食糧費（災害応援出動時食糧費等） 182,000 円

・取手市総合防災マップ増刷業務 3,135,000 円

・道路消毒委託料 110,000 円

・緊急排水ポンプ設置委託料 4,000,000 円

・避難所開設用キーボックス設置工事 1,144,000 円

［担当：安全安心対策課］ P.81

2301 防災施設等の整備に要する経費 29,490,000 円（20,932,000 円）

［地方債 15,400,000 円 その他 3,820,000 円 一財 10,270,000 円］

＊ 特財積算根拠

［市債：緊急防災・減災事業債 15,400,000 円×100％＝15,400,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 3,420,000 円］

［諸収入：防災ラジオ利用者負担金 400,000 円］

○ 目的

災害時における災害情報の伝達を確実に行うため、防災ラジオの在庫を確保し、市民へ

普及促進を図るとともに、防災無線設備の保守を行う。

また、災害時に茨城県や県内各市町村との情報通信や市民等への情報発信を図るため、
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茨城県防災情報ネットワークシステムの衛星通信設備更新を行うとともに、全国瞬時警報

システム（Jアラート）専用の衛星アンテナを設置する。

新たに導入する災害用トイレトラックの適正な維持管理のため、利用後のし尿くみ取り

及び室内清掃を実施する。

○ 内容

・通信運搬費（防災無線フリーダイヤル、防災無線回線利用料） 2,871,000 円

・手数料（災害時協力井戸水質検査・災害用トイレトラックくみ取り） 269,000 円

・280MHz 帯防災無線保守点検委託料（配信局・送信局） 4,890,000 円

・災害用トイレトラック清掃業務委託料 281,000 円

・Jアラート専用衛星アンテナ設置工事 1,624,000 円

・防災ラジオの購入（標準タイプ 100 台） 2,365,000 円

・茨城県防災情報ネットワークシステム負担金（運営・衛星通信設備更新）

13,868,000 円

［担当：安全安心対策課］ P.82

2401 自主防災組織に要する経費 9,489,000 円（9,234,000 円）

［その他 4,790,000 円 一財 4,699,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：地域振興基金繰入金 4,790,000 円］

○ 目的

災害時に自主防災組織との連絡手段を確保し、地域防災力を活用する。

また、自主防災組織に補助金の交付を行い、防災意識と地域防災力の向上及び自主防災

組織未結成地区の解消を図り、災害時の被害軽減を図る。

○ 内容

・自主防災組織補助金（150 円×世帯数、下限 30,000 円） 6,855,000 円

・自主防災組織資機材補助金（1組織 150,000 円、新設より 3年間） 600,000 円

［担当：社会福祉課］ P.83

2507 平成 23 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震に伴う避難者支援経費

883,000 円（753,000 円）

［国・県 685,000 円 一財 198,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県負：東日本大震災に係る災害救助費負担金 685,000 円］

○ 目的

東日本大震災により、住居が全壊、流失又は原発事故による避難者に対して、市が民間

住宅を借り上げ、応急仮設住宅として貸与する。

○ 内容

避難者対応応急住宅借り上げに伴う家賃及び必要経費

・実避難世帯（1世帯分） 780,000 円

・令和 7年度契約更新事務手数料（1世帯分） 35,750 円
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・退去修繕費（1世帯分） 66,317 円

1 総務管理費 13 男女共同参画推進費

［担当：市民協働課］ P.83

2001 男女共同参画社会の推進に要する経費 3,576,000 円（1,133,000 円）

［その他 4,000 円 一財 3,572,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：取手市男女共同参画計画書売却代 4,000 円］

○ 目的

取手市男女共同参画推進条例に基づき、全ての人がお互いに認め合い、支え合い、責任

を分かち合い、それぞれの個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を目指

す。

○ 内容

第四次取手市男女共同参画計画（令和 4年度から令和 8年度）に基づく施策を展開する。

また、次期取手市男女共同参画計画策定の基礎資料とするため、市民・事業者に対し男女

共同参画に関するアンケートを実施する。

・第五次取手市男女共同参画計画策定調査業務委託料 1,756,000 円

市民（編集協力員）とともに作成し、市民目線での市内の男女共同参画に関する情報や

多様な生き方・考え方について発信する。

・男女共同参画情報紙「風」発行（年 1回）印刷製本費 516,000 円

1 総務管理費 15 諸費

［担当：総務課］ P.85

2001 非核平和推進関係経費 1,117,000 円（168,000 円）

［その他 776,000 円 一財 341,000 円］

＊ 特財積算根拠

［財産収入：平和基金利子 2,000 円］

［寄附金：平和基金寄附金 100,000 円］

［繰入金：平和基金繰入金 664,000 円］

［諸収入：戦争体験記売却代 9,000 円］

［諸収入：送料個人負担分 1,000 円］

○ 目的

非核兵器平和都市宣言都市として、戦争の悲惨さや核兵器の恐ろしさを後世に伝えると

ともに、平和の尊さを広く啓発する。

○ 内容

戦後 80 年平和祈念事業として、市内小学校（14校）及び中学校（6校）へ平和図書の配

架を行う（600,000 円）ほか、老朽化した藤代庁舎敷地内の非核平和推進啓発看板を更新す

る（341,000 円）。

8月に非核平和をテーマとした展示を取手・藤代駅前の市民ギャラリーで実施する。

また、市立小中学生を対象に平和首長会議が主催する「子どもたちによる“平和なまち”
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絵画コンテスト」の作品募集を行い、市民ギャラリーに応募作品の展示を行う。

さらに、市内金融機関等 27 か所に募金箱を設置し、集まった募金を取手市平和基金に積

み立てる。

［担当：総務課］ P.85

2101 地域改善対策に要する経費 1,175,000 円（1,114,000 円）

［一財 1,175,000 円］

○ 目的

人権・同和問題の正しい理解と認識を深め、差別の解消を図る。

○ 内容

（1）茨城県地域人権運動連合会取手支部への補助金 100,000 円

（2）全日本同和会茨城県連合会取手支部への補助金 583,000 円

（3）人権・同和問題研修会の参加経費 交通費・宿泊費 68,000 円、資料代 317,000 円

（4）機関紙購読料 106,000 円

［担当：政策推進課］ P.86

2701 常総地方広域市町村圏事務組合負担金 1,492,575,000 円（1,223,603,000 円）

［一財 1,492,575,000 円］

○ 目的

取手市、常総市、守谷市、つくばみらい市の 4 市で構成する常総地方広域市町村圏事務

組合により様々な業務を広域的に共同で処理することで、行財政の効率化を図る。

○ 内容

共同処理している業務

・ごみ処理に関する業務

・総合運動公園に関する業務

・地域交流センターに関する業務

・障害者支援施設に関する業務

・総合防災センターに関する業務

・職員の共同研修に関する業務

2 徴税費 2 賦課徴収費

［担当：課税課］ P.88

0501 市民税等賦課に要する経費 44,075,000 円（36,827,000 円）

［その他 24,000 円 一財 44,051,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：ナンバー弁償金 1,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 23,000 円］

○ 目的

安定的な市税収入の確保と税負担の公平性を保つため、個人市民税の適正な申告受付と

賦課等を行う。
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○ 内容

・申告受付予約システム使用料 1,771,000 円

初期導入費用、保守費用及びシステム使用料等

税申告受付において、事前に希望日時を予約できる制度を新たに導入する。申告者の待

ち時間短縮と会場の混雑緩和を図り、利便性を向上させる。

予約受付については、電話による自動音声案内を用いた予約受付システムを導入するこ

とで、インターネット環境のない方にも配慮した仕組みとなっている。

［担当：納税課］ P.90

0701 徴収事務に要する経費 36,581,000 円（31,734,000 円）

［その他 2,200,000 円 一財 34,381,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：市税督促手数料 2,200,000 円］

○ 目的

安定的な市税収入の確保と税負担の公平性を保つため、納税の利便性の向上と収納率の

向上を図る。

〇 内容

（1）コンビニエンスストア取扱手数料 9,035,400 円

市県民税・森林環境税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）を

コンビニエンスストアからの納付や、納付書のコンビニエンスストア用バーコードを利用

したスマートフォンアプリによる納付を可能とするための費用。

（2）地方税共通納税システム収納手数料 3,509,000 円

納付書の二次元コードを利用した市県民税・森林環境税（普通徴収）、固定資産税・都市

計画税、軽自動車税（種別割）の納付や、地方税ポータルシステム（エルタックス）を利

用し、市県民税・森林環境税（特別徴収）、法人市民税の納付を可能とするための費用。

（3）公金収納情報データ処理手数料 4,752,407 円

市税の収納管理事務の効率化を図るため、金融機関等の窓口で収納された領収済通知書

を電子データに変換し、「消込み用データ」として受け取るための費用。

（4）茨城租税債権管理機構負担金 8,715,000 円

茨城租税債権管理機構による市税の滞納整理に関する各種支援を通じ、収納率の向上を

図る。市において徴収困難な滞納事案を移管するとともに、徴収職員養成に向けた専門研

修に参加するための負担金。

3 戸籍住民基本台帳費 1 戸籍住民基本台帳費

［担当：市民課］ P.92

0501 戸籍・住民基本台帳事務に要する経費 131,086,000 円（43,167,000 円）

［国・県 15,927,000 円 その他 79,463,000 円 一財 35,696,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：社会保障・税番号制度システム整備費補助金 10,616,000 円］

［国補：個人番号カード交付事務費補助金 3,085,000 円］
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［国委：中長期在留者住居地届出等事務委託金 2,137,000 円］

［県委：人口動態調査事務委託金 89,000 円］

［手数料：総務手数料 6,625,000 円］

［手数料：戸籍住民登録手数料 25,762,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 183,000 円］

［諸収入：デジタル基盤改革支援補助金 46,893,000 円］

○ 目的

戸籍・住民基本台帳関係の届出及び各種証明書等の交付に当たり、戸籍や住民基本台帳

のシステム等のリースにより、事務処理の正確性や迅速性を更に高め、また 4か所の出先

機関との連携により市民サービスの向上を図る。

○ 内容

戸籍法が改正され、戸籍に氏名振り仮名を記載することとなったため、本籍人について

振り仮名の通知情報を作成し送付する。

・戸籍氏名振り仮名通知郵送料 5,248,750 円

・戸籍氏名振り仮名通知業務委託料 5,367,000 円

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律及び国から示されている標準仕様書に

基づき、戸籍システムを標準準拠システムへの移行を行う。

・戸籍システム標準化対応業務委託料 46,893,000 円

・戸籍総合システム使用料 16,107,000 円

・戸籍総合システムガバメントクラウド利用料 5,280,000 円

住民基本台帳についてネットワーク化し、全国共通で本人確認ができるシステムを使用

し事務処理を行う。

・住民基本台帳ネットワークシステム使用料 9,628,000 円

＜戸籍・住民票等の手数料件数＞

（1）総務手数料

（2）戸籍住民登録手数料

種別 単価（円） 件数 合計（円）

印鑑登録 300 3,500 1,050,000

印鑑登録証明

（窓口交付分）
300 16,500 4,950,000

印鑑登録証明

（コンビニ交付分）
200 17,600 3,520,000

仮ナンバー 750 790 592,500

その他の証明 300 110 33,000

合 計 38,500 10,145,500

種別 単価（円） 件数 合計（円）

戸籍謄本 450 10,900 4,905,000

広域戸籍謄本 450 2,800 1,260,000

戸籍電子証明書提供用識別符号 400 10 4,000

戸籍抄本 450 1,600 720,000
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［担当：市民課］ P.95

2201 個人番号事務に要する経費 65,653,000円（44,471,000円）

［国・県 65,448,000円 その他 205,000円］

＊ 特財積算根拠

［国補：個人番号カード交付事務費補助金 65,448,000円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 205,000円］

○ 目的

市民課・藤代総合窓口課において個人番号カードの交付事務等を行う。個人番号カード

と健康保険証との一本化に伴い、個人番号カード未取得者の申請をサポートするため、市

民課・藤代総合窓口課にオンライン窓口を設置するとともに、出張申請サポートを行う。

○ 内容

・個人番号カード交付業務に伴う会計年度任用職員の報酬 29,390,000円

・マイナンバーカード出張申請サポート業務委託料 2,242,000円

・マイナンバーカードオンライン窓口業務委託料 8,748,000円

［担当：市民課］ P.96

2501 コンビニ交付に要する経費 6,586,000円（6,796,000円）

［その他 5,689,000円 一財 897,000円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：総務手数料 3,520,000円］

［手数料：戸籍住民登録手数料 2,169,000円］

除原謄抄本 750 5,630 4,222,500

広域除原謄本 750 4,200 3,150,000

除籍電子証明書提供用識別符号 700 10 7,000

受理証明書他
350

1,400

340

10

119,000

14,000

戸籍記載事項証明 350 40 14,000

不在証明 300 80 24,000

住民票の写し

（窓口交付分）
300 30,700 9,210,000

住民票の写し

（コンビニ交付分）
200 15,300 3,060,000

住民票の写し

（広域住民票）
300 50 15,000

住基閲覧 4,000 10 40,000

戸籍附票 300 2,000 600,000

住基記載事項証明 300 1,100 330,000

身分証明 300 790 237,000

合 計 75,570 27,931,500
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○ 目的

マイナンバーカードを利用して、キオスク端末機による住民票・印鑑登録証明書等のコ

ンビニ交付サービスを実施し、全国のコンビニエンスストアやスーパー等で取得が可能と

なっている。発行可能時間は土日祝日含む午前 6時 30分から午後 11時までとなっており、

利便性が向上するとともに、窓口待ち時間の縮減や窓口業務の軽減が図られる。

○ 内容

・地方公共団体情報システム機構（J－LIS）への手数料 3,849,300 円

・地方公共団体情報システム機構（J－LIS）への運営負担金 2,728,000 円

4 選挙費 2 諸選挙費

［担当：総務課］ P.98

2501 参議院議員通常選挙に要する経費 57,885,000 円（0円）

［国・県 57,878,000 円 その他 7,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国委：参議院議員通常選挙費委託金 57,729,000 円］

［国委：参議院議員通常選挙啓発推進事業委託金 149,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 7,000 円］

○ 目的

参議院議員通常選挙を適正かつ円滑に執行する。

○ 内容

参議院議員の任期満了（令和 7年 7月 28 日）により執行が予定される選挙に係る経費で

ある。

［担当：総務課］ P.100

3601 県知事及び県議会議員補欠選挙の同時選挙に要する経費 61,544,000 円（0円）

［国・県 60,277,000 円 その他 2,000 円 一財 1,265,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県委：県知事選挙費委託金 30,139,000 円］

［県委：県議会議員補欠選挙費委託金 30,138,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 2,000 円］

○ 目的

茨城県知事選挙及び県議会議員の欠員に伴う県議会議員補欠選挙を適正かつ円滑に執行

する。

○ 内容

茨城県知事の任期満了（令和 7年 9月 25 日）により執行が予定される選挙経費である。

5 統計調査費 2 諸統計調査費

［担当：政策推進課］ P.104

3401 国勢調査に要する経費 69,148,000 円（0円）

［国・県 69,128,000 円 その他 20,000 円］
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＊ 特財積算根拠

［県委：国勢調査交付金 69,128,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 20,000 円］

○ 目的

行政を進める上で最も基本となる人口・世帯数をはじめ、男女・年齢別、産業別などの

人口の構造や世帯の構成・居住状況を明らかにし、各種施策の基礎資料とすることを目的

として、5年に 1度実施する。

○ 内容

・調査期日 令和 7年 10月 1日

・指導員数 95名、調査員数 611 名

・調査対象 日本に常住する全ての人・世帯

・調査項目 世帯員に関する事項：13項目

世帯に関する事項 ：4項目

・回答方法 インターネット回答、郵送提出、調査員への提出
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